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3.5.7 ライフラインの復旧最適化による企業の事業継続性向上に関する研究 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

首都圏に立地する企業の本社機能やデータセンターなどの中枢機能では、昨今の災害

ＢＣＭ（Business Continuity Management）に対する関心の高まりから、多くが建物・

設備に関する地震対策を急ピッチで進めている。一方、ライフラインや交通インフラの

機能支障に対しても備えを強化する動きが見られるが、依然として多くの企業ではそれ

ぞれのライフライン事業者や交通インフラ事業者の地震対策に依存しているのが現状で

ある。 

本研究テーマでは、個別研究テーマ（３）（ａ）および（３）（ｂ）の関連テーマの研

究成果（被害波及構造に関する研究）を踏まえて、ライフライン相互の被害波及と復旧

過程を考慮した首都圏企業等の事業中断期間の簡易予測モデルを構築する。さらに、関

連テーマの研究成果（自律分散型拠点に関する研究）を踏まえて、企業における首都圏

拠点と周辺拠点の広域連携やライフラインの機能支障に対する影響軽減対策等の実施が

ＢＣＰ（Business Continuity Plan）の「復旧期間」に与える効果の定量的評価モデル

を構築する。これらの検討結果を用いることにより、ライフラインの機能支障に伴う企

業等の震災後の復旧最適化を支援し、社会的・経済的インパクトを最小化することを目

的とする。 

 
(b) 平成２０年度業務目的 

本年度は、平成１９年度に引き続き、近年の地震災害や洪水・豪雨災害などの際にラ

イフラインが被災することによって企業活動に与えた影響の実態調査（現地調査・文献

調査）を行なう。また，今年度から地震時のライフライン被害と企業の事業継続性への

影響評価モデルの開発を行なう 
成果の目標としては、地震動強さ（震度、地表速度・加速度など），ライフラインの被

害状況，企業の業種別事業中断期間の関係を取りまとめるとともに、ライフライン相互

の被害波及を含めて企業活動影響を整理する。また、前記の調査結果をもとに、ライフ

ラインの供給支障による事業中断期間の簡易評価モデルを開発する。 
 
(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 
鹿島建設㈱技術研究所 

㈱イー・アール・エス 

同  上 

上席研究員 

ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部部長 

同  上 

永田 茂 

山本欣弥 

景山耕平 

 

 
(2) 平成２０年度の成果 

(a) 業務の要約 

近年発生した５被害地震（2004 年新潟県中越地震、2007 年能登半島地震、2007 年新

潟県中越沖地震、2008 年岩手・宮城内陸地震、2008 年岩手県沿岸北部地震）における
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218 企業・事業所の被害および事業継続状況に関する公開情報を収集し、ライフライン

や交通インフラの機能支障が事業活動に与えた影響を整理した。この結果、製造業の全

体的な傾向としては、停電による事業中断の発生件数が多く、その他のライフラインの

影響は限定的であること、また非製造業は製造業に比べて柔軟な対応が可能であり停電

中でも営業やサービスを継続した事例を多数確認した。さらに、今回の調査結果では、

多くの企業を対象とした既往のアンケート調査結果と同様な傾向が見られたことを確認

するとともに、この 5 被害地震に関して地震動強さ、供給系ライフラインの供給停止期

間と製造業・非製造業の事業中断期間の関係を定量的に整理した。  

企業・事業所の事業中断期間を評価するために必要となるライフラインや交通インフ

ラの機能支障期間の評価モデルに求められる要件の検討を進めるため、一例として東京

都・川崎市・横浜市の上下水道を対象として、両者の影響を考慮した応急復旧日数の評

価モデル（メッシュモデル）に関する検討事例を示した。 

 

(b) 業務の成果 

1)ライフライン被害と機能支障が企業活動に与える影響調査 

ライフライン施設や交通基盤施設（以下交通インフラと呼ぶ）の物的被害およびその

機能支障が、企業活動に与える影響の大きさを明らかにするため、近年の地震災害にお

ける企業影響の実態調査を行った。 

a)ライフラインの機能支障による企業影響の実態調査 

一般的に地震発生後の企業活動に影響を与える原因としては、①従業員の被害、②在

庫・仕掛品の被害、③建物、建築設備、非構造部材・２次部材の被害、④生産装置・ユ

ーティリティの被害、⑤サプライチェーンの被害、⑥ライフラインの機能支障、⑦交通

インフラ（道路・鉄道・港湾・空港）の機能支障などが挙げられる。 

これらのうち企業の事業中断の主な原因は①～⑤であるが、これらの被害の有無に関

わらず、⑥，⑦のライフラインや交通インフラの機能支障が企業活動度（通常時に対す

る地震時の事業活動程度）を低下させることとなる。 

近年に発生した新潟県中越地震（2004 年 10 月 23 日（土）17 時 56 分、M6.8、深さ

13km、最大震度７）、能登半島地震（2007 年 03 月 25 日(日)09 時 41 分、M6.9 、深さ

11km、最大震度 6 強）、新潟県中越沖地震（2007 年 07 月 16 日(月)10 時 13 分、M6.8、

深さ 17km、最大震度 6 強）、岩手・宮城内陸地震（2008 年 06 月 14 日(土)08 時 43 分、

M7.2、深さ 8km、最大震度 6 強）、岩手県沿岸北部地震（2008 年 07 月 24 日(木)00 時

26 分、M6.8、深さ 120km、最大震度 6 強）において、ライフラインや交通インフラの

機能支障が企業や事業所の活動に影響を与えた事例の概要を整理すると表１のように

なる 1)～14)。なお、表２(a)～(e)には上記の 5 被害地震に関してライフラインや交通イン

フラの機能支障の影響の有無を含めて得られた 218 の企業・事業所の状況の公開情報を

一覧表に整理した。 
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表１(a) 近年の 5 被害地震におけるライフライン・交通インフラの機能支障による企業・事業所への影響 

（太字：ライフライン、斜体：交通インフラの影響を示す） 

地震名 業種 ライフライン・交通インフラの被災による影響内容 

新潟県中越地震 

（2004年 10 月 23日(土)17

時 56 分発生） 

食料品 ・米菓では停電による操業停止を余儀なくされた先（操業停止になった企業・事業所）もあった。(日銀新潟支店) 

鉄鋼 ・一部では停電から一時的に操業停止を余儀なくされたが、電気の復旧に伴い操業を再開している。(日銀新潟支店) 

製造 ・メイン工場である見附工場の被害は軽微であった。協力会社の一部に大きな被害があり、部品類の調達にも支障や交通網

の切断による調達の遅滞が発生した。交通網等ライフラインの復旧期間を含め、平常生産業務が再開するには、あとしばら
くの期間が必要となる。（A 社 JASDAQ 資料から抜粋、地震から 13 日経過時点） 

・主要工場の設備等の被害はなく平常通り操業している。製品出荷については新潟県中越地方の道路事情が悪化しているた
め代替輸送路等を利用する。（B 社投資家向け公開情報、地震から 2 日経過時点） 

・交通網が各所で寸断されており、若干の出荷遅延等起こることが考えられる。（C 社投資家向け公開情報、地震から 2 日経

過時点） 

・情報処理系子会社において生産計画用の電算システムへの電力供給が停止しており、生産対応に一部支障を来たしている。

（D 社投資家向け公開情報、地震から 2 日経過時点） 

・工場および倉庫に一部被害がでているが重大な被害ではない。当該事業所への輸送および同所からの配送については、交
通網が各所で寸断されているが、適宜、適切な迂回ルートなどを確保する。（E 社投資家向け公開情報、地震から 3 日経過時

点） 

・停電により一時生産が停止したが、24 日 11 時には復旧(17 時間後)した。（F 社 HP 最新情報、地震から１日経過時点） 

能登半島地震 

（2007年 3 月 25日日(日)9

時 42 分発生） 

 公開情報を確認できず 

新潟県中越沖地震（ 2007

年 07 月 16 日(月)10 時 13

分発生） 

（続く) 

食料品 ・一部に工場などの被災や地域内のインフラ被害から操業を停止させた先がみられたが、早期に操業を再開させている。(日

銀新潟支店) 

鉄鋼 ・震災に伴う停電などにより操業を停止した先が多いが、電気などの復旧もあって、足もとでは通常の操業状態に戻ってい

る。(日銀新潟支店) 

流通（運輸） 震災直後は一部道路の閉鎖・渋滞などにより配送業務で遅れが出るなど流通機能に支障が生じたが、高速道路の早期復旧な

どから、ほぼ通常どおりの流通体制を確保した。(日銀新潟支店) 
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表１(b) 近年の 5 被害地震におけるライフライン・交通インフラの機能支障による企業・事業所への影響 

（赤字：ライフライン、青字：交通インフラの影響を示す） 

地震名 業種 ライフライン・交通インフラの被災による影響内容 

新潟県中越沖地震（ 2007

年 07 月 16 日(月)10 時 13

分発生） 

（続き) 

製造 ・新潟県柏崎市内に主力工場があり、地震発生後、操業を停止。工場建屋の一部、機械設備、仕掛中の製品や在庫品の一部

に被害が発生した。電力については復旧したもののガス・水道についてはまだ復旧していないため、その状況を勘案した上

で、順次、機械・設備の稼動を再開する予定。（I 社 HP 投資家向け公開情報、地震から１日経過時点） 

・柏崎市内にグループ会社の主力工場があり、建物の一部や設備機械の一部が損傷している可能性がある。調査・点検を進

めているが、電力の供給再開を待って詳細な被害状況を確認する。製品出荷などは、道路網が一部不通となっており、代替
ルートの確保などに努めている。（K 社 HP 投資家向け公開情報、地震から１日経過時点） 

・地震による工場建物及び機械装置への直接的被害はない。また、工場内の安全の確保等確認できたので通常操業をしてい

る。交通網の障害状況により、一部の地域について支障が生じる可能性がある。（N 社 HP 投資家向け公開情報、地震から１

日経過時点） 

・新潟県柏崎市所在の鉱場では、地震発生後の柏崎市ガス水道局からの給水停止の影響により、操業を停止している。（0

社 HP 投資家向け公開情報、地震から１日経過時点） 

・電力については復旧したもののガス・水道についてはまだ復旧していないため、その状況を勘案した上で、順次、機械・

設備の稼動を再開する予定である。（P 社 HP 投資家向け公開情報、地震から２日経過時点） 

・工場建屋の一部の被害が発生し、機械設備については位置ずれ等が発生し点検を要する。ガラス溶融炉については、外観

上大きな損壊はないが、都市ガス等のインフラ復旧後に稼動状況を点検する。（Q 社 HP 投資家向け公開情報、地震から１日

経過時点） 

・当社ならびにグループ各社の柏崎地区の生産ラインが被災し、操業を停止した。建物については、耐震補強工事を進めて

いたこともあり、損傷は軽微であった。設備については、殆どの設備で位置ズレが発生し、一部設備については傾きや転倒、

損傷があった。7 月 20 日の段階でほぼ設備の再設置が完了、引き続いて機械設備の精度点検、試運転と品質の確認を行う。 

一方で水道，ガス等のインフラの復旧もあり、7 月 23 日より一部ラインを除いて操業を再開した。（R 社有価証券報告書臨

時報告書、地震から 94 日経過時点） 

小売 ・新潟県下に 15 店舗展開しているが、建物等に大きな被害はない。但し、柏崎店において、ライフラインが止まり、営業

が出来ない状況になっている。（L 社 HP 投資家向け公開情報、地震から１日経過時点） 

・新潟県柏崎市を中心とする地域のスーパーマーケット７店舗、フードサービス１店舗は商品の破損、設備の損傷、ライフ

ラインの停止等により一時営業が出来ない状況となった。 

金融 ・柏崎市内 3 店舗に被害、店舗外 ATM が停電で使用不能であるが営業は継続。（S 社 HP 最新情報、地震から２日経過時点） 

岩手・宮城内陸地震（2008

年 06 月 14 日(土)08 時 43

分発生） 

製造 ・点検の結果、生産活動に影響なし。停電による被害。（T 社自治体の企業の被害状況、地震から１日経過時点） 

岩手沿岸北部地震（ 2008

年 07 月 24 日(木)0 時 26

分発生） 

 公開情報を確認できず 
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表２(a) 近年の 5 被害地震における企業・事業所の事業中断日数とライフライン・交通インフラの影響（その１）  
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表２(b) 近年の 5 被害地震における企業・事業所の事業中断日数とライフライン・交通インフラの影響（その２）  
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表２(c) 近年の 5 被害地震における企業・事業所の事業中断日数とライフライン・交通インフラの影響（その３） 
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表２(d) 近年の 5 被害地震における企業・事業所の事業中断日数とライフライン・交通インフラの影響（その４）  
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表２(e) 近年の 5 被害地震における企業・事業所の事業中断日数とライフライン・交通インフラの影響（その５）  
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上記の５被害地震の事例をもとに、ライフラインや交通インフラの機能支障が企業活

動に与える影響を整理すると、①発災後の操業、営業活動、サービス等の低下や停止、

②点検作業、復旧準備、復旧作業など操業、営業、サービス等の再開遅延、③原材料の

輸送、製品の配送、復旧資機材の輸送などの停止や遅延などがあげられる。これらのう

ち、①企業活動度の低下の事例としては、食品加工、鉄鋼、製造業において停電、断水

による操業停止、停電による生産計画システムの停止、小売業において停電による営業

停止などが具体的な事例として確認できた。また、②復旧活動への影響としては、製造

業において停電、都市ガス供給停止によって点検、確認作業ができないことや遅延する

ことなどが具体的な事例として確認できた。これらの影響を模式図で表すと図１のよう

になる。 

 

 

図１ ライフライン・交通インフラの機能支障による企業影響の概念図 

 

製造業（各種製造業、食料品、鉄鋼、各種製造を含む）では、従業員、建物、生産装

置・ユーティリティが無被害または非軽微な被害であった場合にライフラインや交通イ

ンフラの機能支障が操業中断発生の主要な原因であった。なかでも停電による操業中断

の発生件数が最も多く、断水や都市ガス供給停止による操業中断件数は尐なかった。し

かし、断水や都市ガス供給停止による製造装置等の点検作業の着手の遅延などが報告さ

れている。 

非製造業（小売業、金融業）では、停電による営業停止や ATM の稼動停止などの被

害が報告されているが、一方で停電中でも営業を継続した店舗も多数あったようであり、

個々の事業所によって地震後の対応に違いが見られた。非製造業のほうが製造業に比べ

て柔軟な対応を行っていたことを確認することができた。 

今回収集した事例では、図２に示すように 218 企業・事業所のうち 21 企業・事業所

の公開情報においてライフライン機能支障による事業中断が報告されており、2 社は複

数のライフラインの影響を受けている。内訳は製造業（各種製造業・エネルギー業、食
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品加工）が１６箇所、非製造業（小売業、金融業など）が 5 箇所となっており、製造業

の方がライフライン機能支障の影響を敏感に受けることがわかる。また、図 2 には電力、

都市ガス、水道などの供給停止があったと公表した企業・事業所の事業中断日数の幅（最

大、最小、平均）を示している。この事業中断期間には、建物被害や製造装置等の被害

復旧期間も含むと考えられるため、製造業では最大中断期間が長くなる傾向にある。 

ライフライン別では停電の影響を受けた企業・事業所が 14 箇所と最も多かったが、

調査対象地震では、これまでの被害地震と同様に電力の復旧が相対的に短期間で済んだ

ため、事業中断日数も 0～3 日と短期間であった。都市ガス供給停止、断水の影響を受

けた企業・事業所は、停電の影響を受けたものの半数以下であったが、事業中断日数は

2～15 日と長期化することを再確認できた。 
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図２ 近年の 5 被害地震の際のライフライン機能支障による 

企業・事業所の事業停止日数 

 

災害時のライフライン供給途絶や交通インフラの機能支障にともなう企業影響の調

査研究としては、梶谷らの成果 15),16),17)が代表的である。これによればライフライン途

絶状況下における業種別の活動水準を 0（生産・サービス停止）～1（平時の生産・サ

ービス水準）の数値で表現した途絶抵抗係数と受注キャンセルなど被害が顕在化する生

産やサービスの停止日数は図３のようになる。 

この図によれば、製造業の全体傾向としては停電の影響を最も強く受け、次いで断水、

下水道機能支障、道路通行支障、通信機能支障、都市ガス供給停止の順で企業活動に影
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響が出ることがわかる。個別企業の実態調査結果（図２）でも、断水や都市ガス供給停

止に比べて停電の影響を受けた製造業が多く、梶谷らの結果を再確認する結果となった。 

また、非製造業は停電、通信機能支障、下水道機能支障、道路通行支障、断水、都市

ガス供給停止の順で企業活動に影響を受けることがわかる。また、電力とそれ以外のラ

イフラインの機能支障による企業活動への影響の差は製造業の場合ほど顕著ではない

ことに加え、電力以外のライフラインが停止した場合には通常時の約 60％の水準の企

業活動が継続できる可能性が示されている。非製造業に関する個別企業の実態調査（図

２）でも、同様な傾向が示されており、停電やその他のライフラインの機能支障が発生

している状況下でもある程度の企業活動を行っていた。 

以上の調査結果を総合すると、首都直下地震の強震域に位置する企業・事業所の早期

復旧を可能とするためには、事前対策により地震後数日間の電力、通信機能を維持する

ことで復旧体制を早期に立ち上げ、水道、下水道、都市ガス、道路・鉄道が順次復旧し

た段階で復旧作業を本格化させていくことが現実的な戦略と考えられる。  
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図３ 製造業、非製造業のライフライン途絶抵抗係数と被害が顕在化する日数  

（梶谷らの調査結果から作成）15) ,16) ,17) 

 

b) 地震動強さとライフライン機能支障および企業影響の関係に関する検討 

前項に示した 218 企業・事業所の実態調査結果から、震動強さ（震度階）と供給系ラ

イフラインの供給停止期間と企業・事業所の事業中断日数の関係を整理する。 

まず、図４(a)～(e)に示すように気象庁が公表している 5 地震の推計震度分布図 18)を
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用いて表２の 218 企業・事業所の所在地の推計震度を調査した。さらに、図５(a)～(e)
に示すように、ライフライン事業者等の公開情報から市区町村単位の供給支障日数（孤

立地域を除く市町村単位の応急復旧率 90％の日数）を調査した。 
 

 

 (a)新潟県中越地震           (b)能登半島地震 
 

 

 (c)新潟県中越沖地震           (d)岩手・宮城内陸地震 
 

 

 (e)岩手県沿岸北部地震 
図４ 5 被害地震における企業・事業所の所在地と事業中断日数 
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(a)新潟県中越地震           (b)能登半島地震 
 

 

(c)新潟県中越沖地震           (d)岩手・宮城内陸地震 
 

 

(e)岩手県沿岸北部地震 
図５ 5 被害地震における供給系ライフラインの供給停止日数 

 
218 箇所の企業・事業所の製造業、非製造業別の事業中断日数、推計震度、電力・都

市ガス・水道の供給支障日数を被害地震ごとに整理し、その結果を図６(a)～(e)に示し

た。これらの図によれば、企業・事業所が保有する施設の地震対策の状況に依存するが、
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震度 5 弱以下では、事業中断日数はほぼ 2 日以内となっている。この地震動レベルでは、

企業・事業所施設の被害が軽微であることから、ライフラインの機能支障の影響がその

まま事業中断となって現れるが、ライフラインの復旧も早いことから事業中断期間は非

常に短期間となっている。一方で、震度 5 強以上からライフラインの機能支障の影響に

加え、企業・事業所が保有する施設の被害発生が考えられ、企業・事業所の事業中断期

間は数日～30 日程度に及ぶ事例が見られた。  

前述のようにライフラインの供給支障日数は市町村単位の応急復旧率 90％の値を採

用しているため、個別の企業・事業所位置での復旧日数とは若干の違いがあると考えら

れるが、震度 5 強では製造業、非製造業ともに電力の復旧と前後して事業を再開してい

ることが確認できる。非製造業は、震度 6 弱まで電力の復旧と前後して事業を再開して

いる。 

製造業では震度 6 弱以上、非製造業では震度 6 強以上から電力の供給が再開されても

事業再開までにさらに日数を要する企業・事業所が増加しており、上述したようにライ

フラインの機能支障に加えて、保有施設の被害が事業再開に影響を与えていることが考

えられる。特に製造業の場合、保有施設が震度 6 弱相当の地震動に対して耐震性を有し

ていない場合には、事業再開時期は保有施設の復旧時期の影響を受けることとなり、相

対的にライフラインの機能支障の影響は限定的となる。 
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図６(a) 新潟県中越地震における企業・事業所の事業中断日数、地震動強さ、ライフライ

ンの供給支障日数の関係 
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図６(b) 能登半島地震における企業・事業所の事業中断日数、地震動強さ、ライフライン

の供給支障日数の関係 
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図６(c) 新潟県中越沖地震における企業・事業所の事業中断日数、地震動強さ、ライフラ

インの供給支障日数の関係 
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図６(d) 岩手・宮城内陸地震における企業・事業所の事業中断日数、地震動強さ、ライフ

ラインの供給支障日数の関係 
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図６(e) 岩手県沿岸北部地震における企業・事業所の事業中断日数、地震動強さ、ライフ

ラインの供給支障日数の関係 
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c) 供給系ライフラインの機能支障の影響を考慮した事業中断期間の評価モデルの検

討 

本節では企業・事業所の立地場所の震度階、電力・都市ガス・水道の供給支障日数が

予測できた場合について、企業・事業所の事業中断日数の評価式に関する検討を行った。 

企業・事業所の事業中断日数の評価モデルに関する検討では、図７に示すように 5 被

害地震で発生した企業・事業所の事業中断期間と震度階および電力・都市ガス・水道の

供給支障日数（企業・事業所が位置する市町村単位での応急復旧率 90％の日数）の最

大、最小、平均値のデータについて整理した。分析に際しては、震度 4 以下および建物

倒壊や生産設備等の被害により事業中断が発生したと考えられる 65 企業・事業所のデ

ータを除外し、残りの 153 企業・事業所（製造業 122、非製造業 31）の事業中断期間

を目的変数とし、震度階（各震度階の計測震度の中央値を用いた）と各ライフラインの

供給支障日数を説明変数としていくつかのモデルに関して重回帰分析を行った。 

非製造業の事業中断期間の検討では、当初、施設被害に関与する指標として震度に加

え電力・都市ガス・水道の供給支障日数を説明変数として回帰分析を行ったが、重相関

係数などに関して良好な結果が得られなかった。このため、前節までの検討結果では非

製造業は電力の供給再開とともに事業が再開される傾向か強いことから、停電日数を説

明変数とした解析を行い最も良い結果が得られた。製造業の検討では、非製造業の場合

と同様に施設被害に関与する震度、電力・都市ガス・水道の供給支障日数を説明変数と

して解析を行ったが、都市ガスの影響が小さかったため、震度、水道および電力の供給

支障日数を説明変数とすることで、5 被害地震のデータをほぼ説明することができた。 

以上の重回帰分析の結果を表３に、得られた回帰式を用いて 5 被害地震の事業中間期

間の予測計算結果を図８に示した。 
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図７ 近年の 5 被害地震における地震動強さと企業・事業所の事業中断日数の関係 
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表３ 近年の 5 被害地震の被害データを用いた企業・事業所の事業中間期間の予測式  

業種  評価式  

非製造業  BINM=c1×RPE (R=0.658) 

c1=0.879 

RPE=当該企業・事業所の所在する市町村の電力供給支障日数（応急

復旧完了日数）  

製造業  BIM=c2×IJMA＋c3×RPW90＋c4×RPE (R=0.798) 

c2=0.1220 

c3=0.0856 

c4=0.5413 

IJMA=気象庁震度階（震度 5 弱以上の当該計測震度の中央値）   

RPW90=当該企業・事業所の所在する市町村の水道の供給支障日数

（90%応急復旧完了日数）  

RPE=当該企業・事業所の所在する市町村の電力供給支障日数（応急

復旧完了日数）  
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図８ 近年の 5 被害地震における企業・事業所の事業中断日数の予測値と実績の関係 

 

２)メッシュモデルに基づくライフラインの応急復旧期間の評価モデルの検討 

平成 19 年度ではライフライン相互の被害波及を考慮した応急復旧期間の基本評価モ

デルとして、ノードとリンクからなるネットワークモデルとメッシュで表現したメッシ

ュモデルに関する提案を行った。ネットワークモデル、メッシュモデルはそれぞれ利点、

欠点を有しているが、ライフライン施設の地震被害予測では、メッシュに割り当てられ

た地震動、地盤特性、ライフライン施設延長などを用いて被害を予測する方法がしばし

ば用いられていることや、ネットワークモデルを用いた解析で必要となるライフライン

施設のディジタル化が完了しているのは一部の事業者に留まっている現状を考慮する

と、メッシュモデルを用いた応急復旧期間評価は現実的な方法のひとつと考えられる。

ここでは、これまでに著者らが開発したメッシュモデルに基づく上水道配水管の応急復

旧予測 19),20),21）の考え方を活用して、上下水道管路の被害状況を考慮した地域の応急復

旧過程に関する事例解析を行った。 
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a)事例解析の方法 

上水道配水管、下水道管渠の応急復旧期間の評価手順は、図９に示す通りであり、ま

ず上水道統計 22)、下水道統計 23)に記載された事業者単位の上水道配水管延長と下水管

渠延長を、国土標準メッシュ３次メッシュ（約１ｋｍ×１ｋｍ）ごとの人口データ（夜

間人口と昼間人口の合計から第 2 次・3 次産業従事者数と生徒・学生数総数を引いた人

口）を指標として比例配分して、管路延長のメッシュデータを作成する。この管路延長

と３次メッシュ単位の地形区分や地震動を用いて、配水管に関しては日本水道協会の取

りまとめた方法 24)、下水管渠に関しては国土交通省の委員会資料の方法 25)により、被

害件数または被害延長（最大、最小、平均）を計算する。次に、復旧歩掛りや復旧人員

などを指定した後、上水道配水管に関しては給水所を、下水道管渠に関しては処理場を

復旧開始点とし、メッシュ単位や都市全体の応急復旧期間の統計量（最大、最小、平均）

を計算する。メッシュモデルを用いた応急復旧過程の評価方法の詳細は文献 21)を参照

されたい。 

 

b)事例解析の条件および結果 

首都圏の東京都、横浜市、川崎市を対象として、中央防災会議首都直下地震対策専門

調査会による東京湾北部地震 26)を想定地震とした場合の上下水道の応急復旧期間の評

価を行った。 

上水道の復旧作業は、損傷箇所の探索、取水施設、導水施設、浄水施設の復旧、配水

本支管の復旧、給水管の復旧の順に行われるが、本検討では取水施設、導水施設、浄水

施設の被害が軽微もしくは無被害と仮定し、配水本支管の被害に着目した応急復旧期間

の評価を行った。また、下水道施設の復旧作業は処理場に加えて管渠、ポンプ場など流

下支障箇所への緊急対応として緊急被災状況調査（１次調査）、応急復旧、被災状況調

査（２次調査）、本復旧の順に行われるが、本検討では 1 次調査と並行して実施する管

渠の応急復旧期間の評価を行った。上記の解析条件を表４にした。 

事例解析のうち、上水道配水管のメッシュごとの被害件数と応急復旧完了日数の予測

結果を図１０、１１に示す。また、下水道管渠のメッシュごとの被害件数と応急復旧完

了日数の予測結果を図１２、１３に示す。 

新潟県中越地震の際の復旧担当者の手記 27)によれば、電力や上水道の復旧により汚

水量が急増するため、これらの復旧までに下水道の機能支障が解消できない場合には上

水道の使用制限が発生する可能性があったことが示されている。同様な事態が首都圏で

発生する可能性が強いことから、下水道管渠の応急復旧日数が上水道配水管のそれを上

回ることにより、上水道の使用に制限が発生する可能性のある地域を求めて図１４に示

した。なお、この事例では上水道配水管と下水道管渠の復旧工事の連携による使用制限

期間の影響に関しては考慮していない。 
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Start

解析対象地域の各種ﾃﾞｰﾀの入力
対象地域
管種・口径別延長の統計値
地形ﾃﾞｰﾀ
昼夜間人口ﾃﾞｰﾀなど
復旧開始点（配水池、浄水場など）ﾃﾞｰﾀ

地震動分布ﾃﾞｰﾀの読み込み
（３次メッシュ単位）

被害計算
管路の被害率の算出
管路の被害件数、被害延長の算出

（最大値，最小値，平均値）

応急復旧期間の計算
復旧戦略の指定
応急復旧期間の計算

（最大，最小，平均値）

End

メッシュ単位の管路延長の予測
管種・口径別延長の統計値と３次メッシュ
単位の人口ﾃﾞｰﾀを用いた３次メッシュ単位
の管路延長の予測

 

図９ メッシュモデルを用いた上下水道の応急復旧期間評価手順  

 

表４ メッシュモデルに基づく上水道配水管の応急復旧評価の解析条件  

対象 地域 想定地震 復旧開始点 復旧方法 
復旧班 
総復旧班数は応急復

旧の開始から完了ま

で一定  

復旧速度 

 

上水道配水管 

 

(取水施設、導

水施設、浄水

施設の被害は

考慮しない) 

東京 23 区 

東京湾北部地

震（中央防災会

議首都直下地

震対策専門調

査会） 

浄水場、給水所 

給水開始点か

ら下流に向か

って同心円状 

100 班 管径により変

化 

≦75mm 1.0 

≦150mm 1.0 

≦550mm 0.5 

≧600mm 1.0 

(箇所/班・日) 

東京 23 区以

外 
5 班 

川崎市 18 班 

横浜市 60 班 

下水道管渠 

 

(処理場、ポン

プ場の被害は

考慮しない) 

東京 23 区 

処理場 

復旧開始点か

ら上流に向か

って同心円状 

100 班 管径によらず

一定値 

600m(m/ 班 ･

日) 

 

東京 23 区以

外 
10 班 

川崎市 15 班 

横浜市 38 班 

 

上水道配水管の復旧作業は山地・台地に位置する給水所から順次復旧するのに対して、

下水道管渠の復旧作業は河川・海岸沿いの処理場や流域下水道の接続点から上流に向け

て復旧する。このため、処理場周辺の下水道管渠の地震対策が不十分で被害延長が長い

場合には、同じ処理区の上流側ほど応急復旧作業完了日数が延びることになり、上水道
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の使用制限の可能性が高くなる。具体的な事例としては、図１４に示すように東京都区

部の多摩川沿いの地域では上水道配水管の応急復旧作業が数日で終了するのに対し、東

京湾岸周辺の下水道管渠の復旧作業に時間を要するため、多摩川中流から下流域にかけ

て 10 日から数十日間に亘って上水道の使用が制限される可能性がある地域が示されて

いる。このような分析を行うことにより、下水処理区域が有するネットワークとしての

脆弱性の抽出や地震対策の優先順位の検討に際して有用な情報を提供できる一例を示

したものである。 

これまで、単一のライフラインや供給地域全体を一括りにした復旧特性の検討は数多

く行われてきているが、今後は、上記のように複数のライフラインの相互の影響を考慮

するとともに、各ライフラインのネットワーク特性を踏まえた面的な復旧期間評価を行

うことにより、ライフラインネットワークの脆弱性の抽出、施設の耐震化等に関する検

討を進める必要がある。 
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図１０ 東京湾北部地震（中央防災会議）による東京都、川崎市、横浜市の上水道配水

管の被害予測結果 

 

図１１ 東京湾北部地震（中央防災会議）による東京都、川崎市、横浜市の上水道配水

管の応急復旧期間の予測結果 
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図１２ 東京湾北部地震（中央防災会議）による東京都、川崎市、横浜市の下水道管渠

の被害予測結果 

 

 

図１３ 東京湾北部地震（中央防災会議）による東京都、川崎市、横浜市の下水道管渠

の応急復旧期間の予測結果 
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図１４ 東京湾北部地震（中央防災会議）による東京都、川崎市、横浜市の上下水道管

路の応急復旧完了日の差 

（下水道管渠の応急復旧完了日－上水道配水管の応急復旧完了日）  
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(c) 結論ならびに今後の課題 

近年の地震災害などの際にライフラインが被災することによって企業活動に与えた

影響の実態調査（現地調査・文献調査）と企業の事業継続性への影響評価モデルの開発

では、近年発生した 5 被害地震（2004 年新潟県中越地震、2007 年能登半島地震、2007

年新潟県中越沖地震、2008 年岩手・宮城内陸地震、2008 年岩手県沿岸北部地震）にお

ける 218 企業・事業所の被害および事業継続状況に関する公開情報を収集し、ライフラ

インや交通インフラの機能支障が事業活動に与えた影響を整理した。この結果、製造業

の全体的な傾向としては、停電による事業中断の発生件数が多く、その他のライフライ

ンの影響は限定的であること、また非製造業は製造業に比べて柔軟な対応が可能であり

停電中でも営業やサービスを継続した事例を多数確認した。また、本調査から得られた

結果は、既往のアンケート調査に基づく調査研究成果と同様な傾向が見られることを確

認した。 

地震時のライフライン被害と企業の事業継続性への影響評価モデルの開発では、上記

の近年の 5 被害地震に関して地震動強さ（震度階）、供給系ライフラインの供給停止期

間と製造業・非製造業の事業中断期間の関係を定量的に整理した。また、企業・事業所

の事業中断期間を評価するために必要となるライフラインや交通インフラの機能支障

期間の評価モデルに求められる要件の検討を進めるため、一例として東京都、川崎市、

横浜市の上水道と下水道を対象として、両者の影響を考慮した応急復旧日数の評価モデ

ル（メッシュモデル）に関する検討事例を示すとともに、複数のライフラインの相互の

影響を考慮するとともに、各ライフラインのネットワーク特性を踏まえた面的な復旧期

間評価の有効性とその結果に基づくライフライン施設の耐震化やネットワーク化に関

する検討の必要性を示した。 
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3) 仕様・標準等の策定 

 なし 

 

(3) 平成２１年度業務計画案 

平成 21 年度は、ライフラインが被災することによって企業活動に与えた影響の実態

調査（現地調査・文献調査）を継続し、ライフラインの機能支障期間と企業・事業所の

事業中断期間の関係を表す評価モデルの検討を継続する。 

また、企業・事業所の事業中断期間の評価に活用することを目的として、平成 20 年

度まで検討を行ってきたライフラインをメッシュで表現した解析モデルにより、複数の

ライフラインの被害や復旧特性を考慮したライフラインの時空間的な復旧過程の評価

手法の検討を継続する。また、平成 20 年度に実施した首都圏の上下水道の応急復旧特

性の検討に、電力の影響を考慮した事例解析を実施する。 

 




